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   In the response phase of the disaster management cycle, colleting  information of disaster damage to establish shared 

situation awareness among organisations and make actionable decesions often take time. We have developed a new 

methodology to immediately make the information of estimated damaged buildings by photointerpreting aerial photos 

or satellite images and share it as web maps on the cloud based GIS platform and in downloadable csv format. The 

methodology has been verified in the casestudy of the Northern Kyushu heavy rain disaster in 2017 and applied to the 

West Japan heavy rain disaster in 2018. 
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１．はじめに 
 

 被災自治体が効果的な災害対応を実施するために，ハ

ザードや被害に関する災害関連情報を迅速に収集するこ

とが必要不可欠である．自治体だけでなく，被災地を支

援する様々な活動主体にとっても，最新の情報を迅速に

収集することは最重要課題の一つとなっている． 

災害関連情報のニーズと可用性は，災害マネジメント

サイクル1)の４つのフェーズ，予防期（Mitigation），準

備期（Preparedness），応急対応期（Response），復旧・

復興期（Recovery）によって異なる．予防期は，ハザー

ドマップや被害想定情報等の平常時の予防対策に使える

情報が必要とされ，様々な研究機関や公共機関から比較

的豊富な情報が入手可能である2)3)． 

災害発生直前の準備期になると，リアルタイム気象情

報や河川水位情報，緊急地震速報やLアラート等，様々

な意思決定に必要なリアルタイムリスク情報が求められ

るが，近年の情報システムの進化によりこれらの情報の

可用性は急速に高まっている4)5)6)． 

復旧・復興期には，被災者一人一人の被災状況や生活

再建状況等，より詳細な情報が求められる．住家被害認

定調査や罹災証明書発行等の結果から作成される被災者

台帳の整備が災害対策基本法においても位置づけられ，

情報技術を活用した精度の高い情報を基に被災者支援方

策の意思決定が可能になってきている7)8)． 

 一方で，意思決定に必要な情報が最も不足するのが，

応急対応期である．応急対応期では，人命救助が優先さ

れる72時間を中心とした救急救命関連情報，避難者の支

援のための指定避難場所や緊急物資等の情報，その後の

被災者生活再建支援への計画・準備のための時々刻々変

化する被害情報，対応状況の情報等が必要とされる．し

かしながらこうした情報は，報道やソーシャルメディア

等により断片的には伝達されるが，状況認識の統一を図

り具体的なアクションに繋げるための面的で包括的な情

報としては不十分である9)10)． 

 過去の災害において，応急対応期の状況認識の統一を

目的とした面的で包括的な情報の収集，集約手法に関す

る実践的な研究が報告されている11)12)．新潟県中越沖地

震の際に新潟県庁にて行われた地図作成班や東日本大震

災の際に内閣府防災担当にて行われた緊急地図作成チー

ムの活動は，災害対策本部における状況認識の統一を実

現した点は高く評価できるが，専門家による長期滞在型

支援が必要である点，現地災害対策本部に一定量の資機

材と人的資源を必要とする点，運用フローの標準化が確

立されていない点等から，日本全国の被災現場で実行す

ることは困難である． 

 リアルタイム地震被害推定システム（J-RISQ）は，地

震発生後に震度別の暴露人口や建物被害量，人的被害量

等をWeb上で推定し結果を公開する画期的な仕組みであ

る13)14)．しかしながら，地震のみの対応であり，水害や

土砂災害等のマルチハザード対応ではない点と，メッシ

ュ単位での推定であり建物単位や世帯単位の推定結果を

必要とする災害対応業務等への展開は限定的である． 

 筆者らは，狭域防災情報サービス協議会として，平成

26年8月広島土砂災害以降の主な災害において被災状況マ

ップを提供している15)16)．被災状況マップは，マルチハ
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ザードを対象とし，Web上で作成され，運用フローの標

準化も進んでいるが，被災前後画像を比較するスワイプ

と呼ばれるアプリケーションによる目視判断に依存する

情報提供にとどまっており，利用者が，情報をダウンロ

ードし，2次加工し，活用できる仕組みには至ってない． 

 本研究は，様々な災害対応機関が応急対応期に，被災

の全体像を把握し，救急救命や避難者に関する支援，被

災者生活再建支援の準備段階等に幅広く活用可能な情報

を迅速に作成・提供する方法を手順化しシステム化する

ことにより，日本の災害レジリエンス17)向上に資するこ

とを目的とする． 

 

 

２．研究の概要 
 

 本研究では，これまでに狭域防災情報サービス協議会

が作成・公開してきた目視判断により被災状況を把握で

きる被災状況マップを発展させることとする． 

被災状況マップは，図1の例のように被災前後画像のス

ワイプアプリにより，被災前後の地形や地物の変化箇所

を目視判断により把握ができる仕組みとしている． 

 

 
図1 平成29年九州北部豪雨の被災前後画像スワイプ 

アプリ 

 

目視判断だけではなく，判読結果を推定被災エリアと

して入力する機能を追加することにより，被災前後画像

スワイプアプリを発展させ，推定被災エリア判読アプリ

とすることが可能であると考えた．推定被災エリアとは，

マルチハザードを対象とした被害が発生したと推定した

エリアとする．水害時の洪水流到達範囲や，土砂災害時

の斜面崩壊エリア，大規模火災時の焼失範囲，地震時の

全壊範囲，津波時の流失範囲，火山噴火時の火砕流到達

範囲，竜巻発生時の被害範囲等が対象となる． 

推定被災エリア判読アプリは，クラウドGIS基盤上に

設定することにより，インターネットに接続された汎用

的なWebブラウザを利用し，誰でも，いつでも，どこか

らでも判読作業が可能となる．被災地外の遠隔地でも多

人数による判読，判読結果入力を実施することで迅速か

つ効率化的に推定被災エリアを作成することが可能とな

る． 

 なお，GISと空中写真や衛星画像を用いて災害被害を

判読する業務は，長年多くの研究者や技術者により行わ

れてきた．横山らは噴火被害の判読について論じており，

杉戸らは東日本大震災の津波被害を判読し，秋山らは雪

崩被害の判読について検証した22)23)24)．こうした既往研

究の多くは，専門家がスタンドアロン環境の専用ソフト

や図化機と呼ばれる専門的な機材を用いて行う高度な技

術を検証したものであり，専門家ではない多人数が遠隔

地からクラウドコンピューティング基盤上で一般のWeb

ブラウザを使って判読作業を行うことで作業の迅速化を

図る本研究とは目的が異なる.また，2005年から2008年に

かけて渡辺や五関らは，遠隔地のボランティアがWebGIS

上で空中写真から災害被害判読を行うプロジェクトを実

施している25)26)．しかし当時は，システム構築作業が不

要で，簡単な設定のみで素早く利用を開始できるクラウ

ドGISは一般に普及しておらず，オンプレミス環境にサ

ーバーを構築する事から始めなければならなかったため，

作業の迅速化には限界があった．また，地理院タイルの

ような，標準化された手続によりWeb上で自由にマッシ

ュアップ可能な空中写真が災害発生から数日で利用可能

になるサービス等もなく，本研究とは前提条件が異なる． 

 推定被災エリア判読アプリをとおして作成された推定

被災エリアは，建物データとクラウドGIS上で重ね，空

間検索処理を実行することにより，推定被災エリアと重

なる建物のみを推定被災建物データとして抽出すること

が可能である．空間検索処理とは，複数のレイヤの包含

関係，隣接関係等により意図するデータを検索，抽出す

る機能である．デジタル住宅地図に含まれる建物データ

には属性情報として住所情報が格納されているため，抽

出された推定被災建物データは，間接位置情報である住

所情報リストとしても利用可能である． 

 推定被災住所リストは，WebからCSVファイル形式で

ダウンロード可能にすることで，災害対応機関の担当者

が自身の表計算ソフト等に取り込んで様々な応用が可能

になる．例えば，被災自治体の担当者が避難行動要支援

者情報と突合して安否確認等に活用することも想定され

る．また，住民基本台帳に格納されている住民情報と突

合することで推定被災世帯リストを作成し中長期的な避

難所や仮設住宅の量や期間を推定することも可能である． 

 推定被災建物情報は，大規模災害発生後に必ず実施さ

れる主要災害対応業務である住家被害認定調査の調査班

や必要な応援職員や資機材の数を推定したり，罹災証明

発行に必要な会場や体制，資機材の量の推定に利用でき

る．また，応急修理や公費解体等の被災者支援施策の計

画にも応用可能である． 

 このように，狭域防災情報サービス協議会の被災状況

マップを発展させ，クラウドGISを活用した災害時の推

定被災建物情報の早期作成と提供を手順化しシステム化

することにより，応急対応期に活動する様々な災害関連

機関に対して付加価値の高い新しい情報を提供できると

考えている． 

 本研究は，推定被災エリアの判読業務，推定被災建物

の抽出業務，推定被災建物・住所情報の提供業務の３つ

の業務を手順化しシステム化する．平成29年九州北部豪

雨災害を事例とし，３章で推定被災エリアの被災前後画

像からの判読業務の手順化とシステム化を行う．４章で

は，被災建物および住所リストの推定業務の手順化とシ

ステム化を行う．５章にて，推定手法の検証と推定被災

情報の共有業務の手順化とシステム化を行う．６章では，

５章までに確立した手順とシステムを平成30年7月豪雨災

害で実践した結果を述べる． 

 

 

３．推定被災エリア画像判読業務の手順化とシステ

ム化 

 

(1) 災害発生後の画像の収集 

 推定被災建物・住所情報を作成するには，まず被災後

の被災地の状況を把握できる情報の収集が必要不可欠と

なる．こうした情報は，応急対応期特有の内容的ニーズ

と時間的ニーズを適切なバランスで満たさなければなら
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ない．災害発生後数日の間に応急危険度判定調査が行わ

れるが，これは2次被害を防ぐための建物の危険度を判定

する調査である．また，応急危険度判定調査結果がデー

タベース化され，迅速に公開されたことはない．建物被

災程度が把握できる調査として基礎自治体により住家被

害認定調査が実施されるが，発災後数週間から1ヶ月程度

の時間を要すため，応急対応期における推定被災情報の

時間的ニーズを満たさない． 

 情報の時間的ニーズと内容的ニーズを満たす技術とし

て，リモートセンシング技術の進化が注目されている．

特に最近の災害では，国土地理院が航空機やドローンを

使って撮影した画像を比較的安定的かつ早期に撮影して

いる．これは，国土地理院自ら撮影するだけでなく，

「災害時における緊急撮影に関する協定」により民間企

業と協力体制を築くことで迅速性，安定性を強化してい

る．撮影された画像は，オルソ処理，モザイク処理，タ

イル処理と呼ばれる処理が施されGIS等で利用しやすい

データに整備された後，様々な情報システムでオープン

に相互運用可能なXYZ方式と呼ばれる標準形式により地

理院タイルとして公開されている18)．これにより，その

後の様々な分析作業や他組織との連携が著しく迅速化さ

れている．本研究では，例外的に他の情報源を利用する

場合を除いては，基本的な情報源として地理院タイルを

利用することとした．例外の事例としては，狭域防災情

報サービス協議会がこれまで公開してきた被災状況マッ

プにおける平成27年5月口永良部島噴火，平成28年糸魚川

大火がある．平成27年5月口永良部島噴火では，最も早期

に汎用的なクラウドGIS基盤であるESRI社ArcGIS Online

に取り込める形式で公開されたLandsat衛星画像を利用し，

平成28年糸魚川大火では，地理院タイルが撮影されなか

ったため測量民間会社撮影の空中写真群（斜め）をESRI

社Drone2Map for ArcGISでオルソ処理を行い，利用した． 

 

(2)画像判読アプリの開発 

 前章で述べた被災前後画像スワイプアプリは，被害の

概況を理解するには十分な情報であるが，前述のように

災害対応業務への応用は限定的である．応急対応期の情

報に求められる時間的ニーズとして鮮度があり，内容的

ニーズとして粒度，精度がある．鮮度は現実と情報の時

差でありリアルタイムに近いほどその鮮度が高いと言え

る．粒度は情報の細かさであり，広域の被災後画像より

被災エリア，被災エリアより被災建物，被災建物より被

災者または世帯の情報の方が粒度が高く情報価値も高く

なる．精度は，情報の正確性であり，災害被害情報を例

にとると，平時の想定情報，発災後の推定情報，現地調

査による認定情報などがあり後者ほど精度が高い．この

時期（応急対応期）の情報に求められる優先度としては

鮮度，粒度，精度の順である．被災前後画像スワイプア

プリは，鮮度は十分であるが，業務で有効活用するには

より高い粒度の情報が必要とされる．そこで本研究では，

被災エリアの情報作成を目的とし，被災前後画像スワイ

プアプリを搭載した被災エリアを判読するための被災エ

リア判読アプリの開発をおこなった． 

 画像判読アプリを開発するためには，判読結果を保存

するデータの定義が必要である．判読データのジオメト

リ（幾何）情報はGISのポリゴン（面）・フィーチャク

ラスを利用し，表1に示す属性項目を設定した． 

ハザードの種別に関する判読結果項目は，「洪水流到

達範囲」と「土砂崩壊地」の二択とし，データの使いや

すさに考慮し「その他」等の曖昧な値は排除した．判読

者から利用者への伝えたいメッセージがある場合は「判

読メモ」項目を利用する仕様とした． 

 

表1 被災後画像判読ポリゴンデータの設計 

 
 

 ObjectsIDは，ポリゴン毎にユニークなIDでシステムか

ら自動発番される．Shape項目はGISに特有の項目でジオ

メトリと呼ばれる幾何情報（ここではポリゴンの構成点

のXY座標群）を保持する．判読者と判読メモはキーボー

ド入力し，判読結果はドロップダウンリストから選択す

る設定とした．面積，周長，作成日，作成アカウント

（ログインしたアカウント），最終更新日，最終更新ア

カウントは自動的に情報登録される． 

 画像判読による推定被災エリアポリゴンの作成は，情

報の精度より鮮度を優先する方針に基づいて，遠隔地か

ら作業できるWebシステムを構築し，多くの人が参画で

きる人海戦術方式を採用した．ここでは，大学機関の協

力のもと，GISの技術レベルは限定しない形で大学院生

を判読者とした．判読者を専門家に限定したり，判読場

所を特定の場所に限定することなく，いつでも，どこで

も，インターネット接続可能な人的資源さえ集められれ

ば，簡易なトレーニングのみで画像判読による推定被災

エリアポリゴンの作成を開始できる仕組みを目指した． 

判読に利用するアプリは，ArcGIS OnlineのWebマップ

上に，判読結果ポリゴン，建物ポリゴン，判読範囲ポリ

ゴン，標準地域３次メッシュポリゴン，被災後画像，被

災前画像をレイヤとして設定した． 

建物ポリゴンは初期画面では非表示とし，判読者が建

物データを確認したい場合にのみ表示できるように配置

した．判読範囲ポリゴンは，判読プロジェクトの範囲を

しめすものである．標準地域３次メッシュは，昭和48年7

月12日行政管理庁告示第143号による標準地域メッシュの

うち一辺の長さが約1kmのメッシュであり，メッシュ番

号を各学生への判読範囲の割り当てに利用した．各判読

者の判読範囲は，判読範囲ポリゴンの内側で，かつ自分

に割り当てられた番号のメッシュの内側ということにな

る．判読ポリゴンを入力する際は，このメッシュや判読

範囲ポリゴンの境界線で分割するルールとした．複数人

での同時に判読作業が実施されることを想定し，判読エ

リアを割り当てることで，効率的な判読作業を実施する

ことができる． 

上記のマップを設定した判読アプリは，ESRI社Web 

AppBuilder for ArcGISにて構築し，図2で示すツール群を

設定した． 

 画像判読アプリを立ち上げた際の初期画面で操作手順

を確認できることとし，ツールの一つに操作手順書を配

置して，いつでも手順書を参照できるようにした．地図

の操作は，拡大，縮小，初期表示範囲へ戻る，で行う．

住所検索では入力した住所に地図を移動することができ

る．表示レイヤ切替ツールにより，不要なレイヤを非表

示にしたり再表示したりできる．判読作業は，前後画像

スワイプツールで被災前後画像を観察して変化箇所を識
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別することから始まる．判読ポリゴン編集ツールは，ポ

リゴンのジオメトリ（幾何）入力と更新，属性の入力と

更新，ポリゴンの削除を可能とし，判読した推定被災エ

リアはこのツールで入力・修正する．作業進捗確認ツー

ルは，判読者別の判読面積をパイチャートで表示する． 

プロジェクト管理者には，遠隔による多くの人の参画及

び作業状況を管理し，限られた時間でデータを作成する

事が求められる．図3には，全体の作業を管理する目的で，

判読作業管理アプリを開発した．本アプリは，ESRI社

Operations Dashboard for ArcGISを利用した．左上のパイチ

ャートは，割り当てられた３次メッシュの総数と完了し

た数の比（進捗率）をしめす．その下のパイチャートは，

洪水と土砂の判読結果の比率を判読面積（中段）と判読

箇所数（下段）でしめしている．  

 

 
図2 推定被災エリア判読アプリとツール群 

 

 
図3 判読作業管理アプリ 

 

また，マップ下のバーチャートは，判読者別，判読結

果別の判読面積を示し，判読者別に進捗を管理すること

ができる．マップ上では，判読結果に加え，判読が完了

したメッシュは網掛け表示され，進捗状況が面的に把握

できる． 

 本章では，推定被災エリアの画像判読業務を手順化お

よびシステム化を行った．これにより，従来は専門家が

スタンドアロン環境で専用ソフトを使って行っていた画

像判読業務を，多数の非専門家が遠隔地からWeb上で仮

想チームを結成して迅速に行う事が可能となった．本研

究で提案する手法は，クラウド基盤を利用するため専用

ソフトのインストールなどのシステム構築作業（前工程）

が不要となり，一つのデータに対する共同作業となるた

めデータ統合作業（後工程）も不要となり迅速性に優れ

る．また，広域災害になるほど多くの判読作業が必要に

なるが，従来の手法では専門家の数や専門ソフトの環境

も限られ作業量の拡大には限界がある．本システムでは，

Webブラウザさえあれば作業者を容易に増やす事が可能

であり，作業量の拡張性も著しく改善する．表2では，新

しい手順と従来の手順を比較した． 

 

表2 新判読手順と従来の手順の比較 

 

 

４．被災建物・住所の推定業務の手順化とシステム

化 

(1)被災建物の推定 

 画像判読アプリを利用することで，被災前後画像から

推定被災エリアを判読することができる．次のステップ

として，その情報粒度を更に高めるため，推定被災エリ

アに含まれる建物を抽出する手法を検討した．本研究で

は，日本全国で発生する災害を想定し，建物データの網

羅性が比較的高く，住所情報を属性として格納している

GEOSPACEの建物形状データを利用した．ArcGIS Online

上のWebフィーチャ・レイヤ形式の推定被災エリアポリ

ゴンから，ローカルディスク上のファイル・ジオデータ

ベース形式の建物ポリゴンを抽出する処理には，汎用的

なGISの空間的な包含関係，隣接関係等を処理する空間

検索機能を利用した．図4に前章で作成した推定被災エリ

ア（青の洪水流到達範囲と黄の斜面崩壊地）を使って抽

出した推定被災建物（赤）の例を示す．白線で示されて

いるのは抽出されなかった建物である．空間検索の条件

は，一部でも浸水エリアと重なる建物がすべて抽出され

るよう「交差する」を使用した． 

 なお，インターネット上に国土地理院や他機関から推

定被災エリア判読データ，またはそれに代用可能なデー

タが早期に公開された場合は，本研究の判読プロセスを

省略し，外部から入手した推定被災エリアのポリゴンデ

ータを使って推定被災建物を抽出することも想定してい

る． 

 

 
図4 推定被災エリア（青と黄）を使って抽出された 

推定被災建物（赤） 
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(2)推定被災住所リストの作成 

 抽出された推定被災建物の属性に含まれる住所リスト

の例を表3に示す．抽出した建物データに含まれる住所情

報は，CSVファイルでダウンロードし表計算ソフトで利

用されることを想定している．被災した自治体において

応急対応期に推定被災建物住所リストが利用可能になる

ことで，住民基本台帳データ等と突合して被災世帯や避

難行動要支援者を推定したり，その世帯構成員を合計し

て被災人口総数を推計すること等が可能になる．被災し

た自治体では，住家被害認定調査が実施され，より詳細

な被災建物情報が整備される．住家被害認定調査結果が

精度を重視した情報であるのに対し，応急対応期の推定

被災建物情報・住所リストは鮮度を重視した情報となり，

早期に被害の全体像を把握し，その後の被災者支援のた

めの様々な施策立案，計画策定に利活用できる情報とな

る． 

表3 推定被災建物の住所リストの例 

 
 

 本章では，３章で判読した推定被災エリアから推定被

災建物・住所情報を作成する業務の手順化とシステム化

を行った．これにより，従来は画像や被災エリアなどの

面的な情報に留まっていた発災直後の被災情報を，建物

や住所リストという被災者支援に直結する点の情報とし

て公開する事を可能とした．表4に推定被災建物・住所情

報を提供する事の意義を示す．従来の推定被災エリアの

みの提供の場合，被災地での活用は地図上で可視化して

概況を理解するなどに限られていた．推定被災建物を提

供することで，仮設住宅の戸数や住家被害認定調査員の

必要人数など，より具体的な業務計画に活用が広がる．

更に推定被災住所リストも公開することで，住所情報を

含む他の情報と突合してより付加価値を高める事ができ

る．住民基本情報や避難行動要支援者情報，避難所の避

難者リストと突合する事で，安否確認を行ったり，被災

者一人一人の状況に配慮した支援などができるようにな

る． 

 

表4 推定被災建物・住所情報を提供する意義 

 

 

 

５．推定手法の検証と推定結果の共有 
 

 本章では，３章で述べた推定被災エリアの画像判読手

法，４章で述べた被災建物・住所の推定手法を検証した．

GISに係わる非専門技術者がWeb上で複数名参加し，遠隔

地からインターネット接続を経由して被災前後画像判読

をおこない推定被災建物情報・住所リストを作成する手

法を，平成29年九州北部豪雨災害を事例として検証した．

本検証では，クラウドGISであるArcGIS Online上に判読

アプリを設定し，本作業の経験がない大学院生７名が自

宅等の遠隔地から各自のパソコンのWebブラウザからサ

イトにログインし，判読アプリを使って被災エリア判読

を行った．本作業に関する特別なトレーニングは実施せ

ず，判読アプリ内の操作手順画面にて操作手順やサンプ

ル判読結果等を掲載し，判読中の質問対応等も受け付け

なかった．判読は，朝倉市の杷木地域全域を対象に実施

した．杷木地域は朝倉市への合併前の杷木町で，図3の緑

線で囲まれた地域である． 

 図5および図6に本検証で利用した判読アプリに内蔵さ

れた操作手順書を示す．判読者は，まず手順１にて担当

する３次メッシュに地図をズームインし，手順２で被災

前後の画像を判読する．判読結果は手順３にてシステム

に入力される．手順４，５にはサンプル判読例が示され

ている．手順６ではレイヤの表示切替機能，手順７には

進捗確認ツールの操作が解説されている． 

 

 

 
図5 判読アプリの操作手順１－３ 

 



 

 

6 

 

 
図6 判読アプリの操作手順４－７ 

 

(1)推定被災建物数と朝倉市公表値との比較 

本検証にて推定した杷木地域の被災建物の棟数と，朝

倉市が公開している「平成２９年７月５日の大雨による

災害対応・被害状況（第３５０報）」19)内の同地域の浸

水建物数を比較した．なお，本研究で利用している

GEOSPACE建物データは，車庫や小屋，納屋や蔵等の付

属建物ポリゴンも含んでいるため，全建物を使って検証

すると市の公開データと誤差が生じる．そこで図7にしめ

すように，検証地域内のサンプルエリアの空中写真で目

視にて推定した主要建物と付属建物の面積境界を調査し

た結果から，100平方メートル以下の建物を付属建物とし

て除外する補正処理を行った．  

表5に，被災建物数の比較結果をしめす．朝倉市が公表

している杷木地域の被災建物数が950棟，本研究で推定し

た同地域の被災建物数が1,013棟で，一致率が106.6%とな

り，情報の精度より鮮度が優先される応急対応期の情報

としては，利用価値が高い情報であることが検証できた．

なお，本研究では，全壊，半壊等の家屋の被災程度を推

定することは目的としていない． 

 

(2)国土地理院判読ポリゴンとの比較 

 朝倉市が公表している被災建物数との比較に加え，国

土地理院が同地域を判読して作成した推定被災エリアポ

リゴンとの比較検証も実施した．判読結果をマップ上で

重ね合わせ比較したものを図8にしめす．表6には，その

比較検証の結果を示す． 

 判読結果のマップ上で黄色い実線は本検証での判読結

果をしめし，白い破線は国土地理院の判読結果をしめす．

両者には多少の誤差はあるものの，建物に被害が発生し

ているであろう箇所はおおよそ一致していることが確認

できる．推定被災エリア面積の総計と推定被災エリアに

重なる建物数を比較した結果を表6にしめす．朝倉市杷木

地域においての一致率は，推定被災エリア面積が95.0%，

推定被災エリアに重なる建物数が121.4％であった．国土

地理院の判読者，判読手法は公開されていないが，その

結果は，非専門家による本手法の結果と概ね合致してお

り，応急対応期に必要とされる情報を迅速に作成する本

手法は有効であると考えられる． 

 

 
図7 付属建物除外のため目視推定した主要建物（赤）， 

付属建物（黄），およびその面積（白文字） 

 

表5 推定被災建物数と市公表値の比較 

 
 

 

 
図8 本研究の判読結果（黄色実線）と国土地理院の 

判読結果（白色破線） 
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表6 推定被災エリアと国土地理院推定の比較 

 
 

(2) 推定被災建物・住所リストの共有 

 ここまで，クラウドGISを活用し，被災後の画像を迅

速に取込み，非専門家がWebブラウザを使って遠隔地か

ら判読することで推定被災建物情報を迅速に作成する手

法を手順化し，システム化した．この情報を必要として

いる被災自治体や災害対応，被災地支援に係わる関連機

関に迅速に提供するには，ハードウェアや基盤ソフトを

準備する時間とコストを省略できるクラウドGISを活用

するのが最適であると考えている．ここでは，インター

ネット接続があるWebブラウザさえあれば，いつでも，

誰でも，どこからでも利用できるクラウドGISプラット

フォームに抽出した推定被災建物・住所リストを共有す

る仕組みを構築した． 

 情報を分かりやすく伝えるための可視化，かつ活用の

幅を広くするためのデータ共有を目指し，推定被災建物

はWebマップ上に表示し，その住所リストはCSVファイ

ルとしてダウンロードできる仕様とした．図9に推定被災

建物・住所情報共有アプリをしめす．本アプリのマップ

部で赤く示されているのが推定被災建物である．ズーム

イン・アウトすることで推定被災建物と洪水流到達範囲

（青）や土砂崩壊地（黄）の位置関係を明確に理解でき，

建物をクリックすることで住所属性を確認することも可

能となっている． 

 図9の提供アプリの下部にしめされているように，アプ

リ最下部の矢印ボタンをクリックすることで属性テーブ

ルを開くことができる．図10に示すように推定被災建物

の属性テーブル内の「オプション」メニューに「すべて

をCSVにエクスポート」する機能を実装した．これによ

り，推定被災住所リストをダウンロードし表計算ソフト

等に取り込むことで，住民基本データや様々なデータと

突合して新たな情報を得る等，災害発生後の幅広い活用

に貢献することができると考えている． 

 
図9 推定被災建物情報共有アプリ 

 

 
図10 推定被災住所リストのCSVエクスポート機能 

６．平成30年7月豪雨災害における実践と実装 
 

 筆者らは，狭域防災情報サービス協議会をとおして，

本研究で開発した手法を平成30年7月豪雨災害において実

装，実践し，発災３日後の7月11日から情報提供を開始し

た．図11のように，倉敷市真備地区，愛媛県大洲市，広

島県坂町周辺，呉市西部地区，三原市木原地区，三原市

本郷町の一部，の６つの被災地について推定を実施し，

被災前後画像スワイプアプリと推定被災建物情報・住所

リスト共有アプリを作成して公開した20)．  

 

 
図11 平成30年7月豪雨災害における共有アプリ群 

 

平成30年7月豪雨災害は，西日本を中心に，同時多発的

に様々なハザード（洪水による湛水，土石流，斜面崩壊
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等）被害が発生した．３３都道府県において，人的被害，

建物被害が発生し，広域災害となった21)．被害の全体像

をつかむことが困難な中，国土地理院では，2018年7月10

日に「平成30年7月豪雨 浸水推定段彩図（速報版） 岡山

県倉敷市（2018年7月7日時点）」，2018年7月11日に「平

成30年7月豪雨 浸水推定段彩図（速報版） 愛媛県大洲市

（2018年7月7日時点）」を速報版として公開し，その後

随時正射画像を公開した．本研究では，前述の平成29年7

月九州北部豪雨を対象とした実証と同様のクラウドGIS

を基盤とした遠隔作業が可能な環境のもと，大学機関の

複数の大学院生による画像判読，推定被災エリアの作成，

そして被災建物・住所の推定を実施した．表7のように国

土地理院の画像が公開された後，それぞれの地域におい

て発災前後を比較し，被害の状況を把握できる被災前後

画像スワイプアプリと推定被災建物情報・住所リスト提

供アプリを公開することができた． 

 

表7 情報公開日 

 
 

 

７．まとめと今後の課題 
 

(1)まとめ 

 本研究では，様々な災害対応機関がより効果的な災害

対応を行う上で必要としている情報が，応急対応期の被

害の全体像を把握する情報，その後の災害対応の効率的

な実施を支援する推定被災建物情報・住所リストとし，

クラウドGISを利用して，これらの情報を早期に作成・

共有する手法を開発した． 

図12に本研究で得られた成果である情報処理の全体像

をしめす．発災後数日で国土地理院の地理院タイル等の

相互運用可能な形式でインターネット上に公開される被

災後のオルソ画像をクラウドGIS基盤に取込み，被災前

の画像と共に被災前後画像スワイプアプリを構築する．

スワイプ機能と推定被災エリア判読の機能を備えた判読

アプリを構築し，クラウドGIS上で遠隔地から非専門家

による判読プロジェクトを実施する．この際，プロジェ

クト管理者は判読作業管理アプリで進捗などを管理する．

次に，判読された推定被災エリアを使って建物データを

空間検索することで，推定被災建物情報を作成する．推

定被災建物情報とその属性に含まれる住所情報を共有ア

プリで公開し，マップ形式での閲覧およびCSV形式での

ダウンロードを可能にする． 

 本手法は，平成29年九州北部豪雨災害を例に検証し，

推定被災建物数は，基礎自治体の公表値や，国土地理院

による推定被災エリアを利用した推定結果と比較し，5%

から25%の誤差内で情報作成が可能であることがわかっ

た．専門家と非専門家の判読スキルの違いによる誤差は

あるものの，情報不足が課題となる応急対応期における

情報誤差としては十分に許容できる範囲である． 

 また，本手法は平成30年7月豪雨災害発生後，検証結果

にもとづき得られた成果をもちいて実践し，発災から3日

後の7月11日から随時情報公開を開始し，計6地区の被災

地について推定結果を公開することができた． 

 

(2)今後の課題 

本研究では，判読プロセスに参加した大学生に対して

情報作成に関する決め事を記述した操作マニュアルのみ

で判読プロジェクトを実施したが，トレーニング内容の

改良は推定データの品質向上に直結すると考えられる．

e-ラーニングや動画を使ってWeb上で短時間により効果

的なトレーニングを実施する方法について更なる研究が

必要である． 

また，九州北部豪雨を例にした検証では，朝倉市の杷

木地域を対象に７名の判読者で実施した．災害規模が大

きくなった場合や水害以外の災害での検証も実施する必

要がある． 

本研究は，推定被災建物情報に含まれる住所情報の共

有を実装した実践的研究である．被災自治体を含む災害

対応機関の中での情報活用についても調査，研究を進め，

更に幅広い活用を目指してアプリケーション，共有デー

タ等について研究を進める． 

  

 
 

図12 推定被災建物情報・住所リストの早期作成・提供手法の概要図 
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